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第 17回「水をめぐる世界の動き～中南米を中心に」  

 

日時：11月 14日(水)  午後 7時～午後 8時 30分 

会場：龍谷大学 大阪梅田キャンパス 研修室 

講師：佐久間 智子 

特定非営利活動法人 アジア太平洋資料センター(PARC)代表理事 

 URL http://www.parc-jp.org/ 

明治学院大学国際平和研究所研究員 

 URL http://www.meijigakuin.ac.jp/~prime/ 

 特定非営利活動法人アジア太平洋資料センター（以下、PARC）は、世界から様々な情報を収集して発信するだけでなく、研究

活動や政府・国際機関への政策提言活動などを行っている NGOです。講師の佐久間さんは PARCパルクの代表理事、明治学院大

学国際平和研究所研究員を務め、食糧や水の問題を中心に、経済のグローバル化の社会・開発影響に関する調査・研究を行ってい

ます。主な著書に『どうなっているの？日本と世界の水事情』（共著、アットワークス、2007年）、『穀物をめぐる大きな矛盾』（筑

波書房、2010年）などがあります。 

講座概要 

 今回の講座では、近年世界全体が水不足に陥っている状況を学び、水道民営化の背景や問題を中心にお話しいただきました。

まず、「商品化される水」を一つのキーワードとして、水は「経済財」＝ニーズ（需要）か、それとも「公共財」＝ライツ（権利）

かの問題提起からはじまり、その上で、水道民営化の効率性だけではなく、弊害も指摘しながら、今後水がどのように供給され

るべきなのか、市民の視点から考えました。講座の最後には、佐久間さんのメッセージとして、日頃から水道に関心を持ち、そ

の運営の監視や情報開示の請求をはじめ、意思決定のプロセスに市民が参加することの重要性が問われました。 

商品化される水 

 近年、水不足が問題となる背景には様々な理由があります。まずは、道路がアスファルトなどで舗装されたことにより雨が早

く海に流れ出し、陸上への降雨量が減少したこと、そして局所的な大雨と渇水の併存・水害が多発したことがあげられます。ま

た蓄えて使う水としては、地下水を農業用水として過剰にくみ上げたために枯渇が進んでいます。さらに、農業や工業への利用

により、水質が汚染され良質な水が減少していることも深刻な問題です。このように、人為的な利用による弊害で、水不足が急

速に進んでいることが背景の一つにあります。そして、最近では水の希少性が注目されるようになり、水道インフラの新設をは

じめ、運営や水利権の売買などといったいわゆる“水ビジネス”が大きな注目を集めています。 

 ここで検討を必要とすべきことは、水が「経済財」つまり需要（購買力）に応じて与えられるべきものであるか、それとも「公

共財」として誰にでも与えられるべき権利であるのか、ということです。水は生物にとって不可欠な物質ですが、資源は限られ

ており、偏在しているのが現実です。また、水の過不足は、地域の気候や天候に大きく影響を受けることから、水の安定的な供

給には、大型のインフラ整備が必要となります。このため、世界における水の供給事業は、地域独占（それぞれの地域に一つし

か事業者がいない）している状況であり、利用者に選択の自由がないことが大きな問題となっています。また、生命を維持する

ための重量な資源であっても、貧しい地域への供給が滞ったり、水道料金の値上げが生活を圧迫するといった問題もみられます。 
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世界の水道事情と水道民営化 

 安全な飲料水の得られない人口は世界で

8億 8,400万人（世界人口の 13％）、不衛生

な水が原因の死亡は年間 357．5万人にのぼ

るといわれています。特に 98％が途上国で

発生し 84％が 0～14歳の子どもたちです。

これは水が原因で 10秒毎に 1人が亡くなっ

ている計算になります。また、基本的な衛

生施設にアクセスのない人口は 26億人（世

界人口の 38％）で、途上国の下水の 9割は

未処理で垂れ流されている状況です。世界

の病気の 8 割は水が原因（表層水の汚染）

であり、国連の予測では 2025年までに世界

人口の 3 分の 2 が水不足を経験するといわ

れています。（出典：Pipe Dreams–The failure 

of the private sector to invest in water services in developing countries, World Development Movement）  

こうした状況下で水道が民営化されるとどのような問題がおこるのでしょうか。まず水道の民営化とは、水道事業の運営・管理

（意思決定）を民間企業が担うことです。1992 年のダブリン宣言*で水が経済財であると提言されてから、世界各国で水道事業

の民営化が進められました。その背景には、水道事業は巨額の投資を必要とする設備型産業であることから、財政の苦しい国家・

自治体が設備負担に耐えられず、民営化を推進せざるを得なかったという理由があります。 

 水道事業民営化の問題は、まず企業として利益をあげることが第一目的となるため、収益が事業に再投資されません。そのた

め、貧困層や地方部は必要な整備が遅れます。また、点検や整備を省き、人員をリストラしてコスト削減を図るため、常に整備

不足を引き起こし、安全な水質を確保できないという問題が発生しています。さらに、企業として株主に利益を配当するため、

料金の値上げも行われます。結果的には利用者に負担を強いる形となります。民営化によって事業の効率化が図られたことも事

実ですが、反面、問題が起きた場合、最後には公的機関の支援を得る事例も多くみられました。例えば、イギリスでは一世帯あ

たりの年間の上下水道料金は、1989年から 2006年の間に 245％上昇し、民営化時の債務帳消し、民営化後の公的補助の投入（投

資総額の 3分の 1）など、公的資金が 140億ポンドも投入されてきました。また、フランスのグルノーブルでは、1987年からの

民営水道契約で巨額の贈収賄と料金の水増し請求が露呈し、企業三社の取締役に有罪判決が下りました。これをきっかけに 2010

年より再公営化されます。このように、水道を民営化させることによって様々な問題が発生していることが分かります。現在で

は、多くの国で水道事業の再公営化が進んでおり、法律で水道の民営化を禁止する取り組みも行われています。 

*1992年「水と環境に関する国際会議（International Conference on Water and the Environment）」で採択。詳細は外務省の

ウェブサイトを参照 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/shiryo/hyouka/kunibetu/gai/morocco/sect03_01_0203.html 

今後の視点 

 私たちは、経済開発を優先するあまり、自然環境を大きく変えて破壊してきました。開発によって豊かな生活を享受すること

も大切ですが、一方、行き過ぎた経済活動の弊害を真摯に考えなければなりません。人類にとって欠かすことのできない水を安

定的に供給するために、飲み水がどのように届けられ、どのように排水されているのかを知り、水の使い方についてもう一度考

える必要があります。私たちが水に対する関心を高めることが、水をめぐる環境を改善していくことにつながっていきます。 
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